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以 上 

 

本メルマガは山下税理士に日常業務の中から「間違いやすい・見落としがちな」税務のチェックポイントをＱ&Ａ形式で

ご寄稿頂いたものになります。ぜひご参考になさってください。 

『質問』 

長期大規模工事に該当しない工事に対する工事進行基準等の選択適用 

≪内容≫ 

工事進行基準が強制適用されない請負対価の額が１０億円未満である等のいわゆる長期大規

模工事に該当しない工事の収益計上については、法人の任意で、利益操作等の有無が指摘され

ることなく、工事の請負金額の大小にかかわらず、工事ごとに、工事完成基準と工事進行基準

の方法を選択適用しても構わないのでしょうか。 

『答』 

 ご質問のとおり、請負金額等の一定の基準をもって適用する工事ごとに要件を確認し、該当する

工事ごとに工事完成基準と工事進行基準の方法を選択適用することになります。 

 

（解説） 

１ 工事進行基準は、工事の請負の対価の額及び工事原価の額に事業年度終了時における工事

進行割合を乗じて計算した金額からそれぞれ当該事業年度前の各事業年度に計上した収益の

額及び費用の額を控除した金額を事業年度の収益の額及び費用の額とする方法であり、①工事

期間が１年以上であるもの、②その請負対価が１０億円以上であるもの、③契約において、請

負の対価の２分の１以上が目的物の引渡し日から１年を経過する日後に支払われることが定

められていないものという、各要件に該当する工事をいわゆる長期大規模工事と定義づけ、こ

の長期大規模工事に対しては、工事進行基準が強制適用されます（法法６４①）。 

  しかし、長期大規模工事以外の工事契約のうち、２事業年度以上に渡る工事については工

事進行基準を適用することが認められています。つまり、工事が２事業年度以上に渡る工事に

ついては、工事完成基準と工事進行基準の選択適用が認められるものであり、この場合の工事

についてその受注規模は要件となっていません。また、２事業年度以上に渡る工事ということ

ですから、例え工事期間が１年未満のものであっても事業年度がまたがる工事については適用

できます。 

さらに、損失が見込まれる工事についても選択適用できます。ただし、長期大規模工事の場合

と異なり、着工事業年度後のいずれかの事業年度の確定した決算において工事進行基準の方 
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法による経理をしなかった場合には、その経理しなかった決算に係る事業年度の翌事業年度以

後の事業年度において工事進行基準を適用することはできません（法法６４②、法基通２－４

－１９）。 

 

２ 工事進行基準は完成工事基準に比較して、早期に収益が計上される処理ですから、税務上、

これを利益操作等として問題視することはないと思料されますが、工事進行基準の適用につい

ては税法が詳細な要件を定めていますので、上記１のように選択した工事についてのその後の

継続処理を求めていると考えられます。 

  したがって、ご質問のように、請負金額等の一定の基準をもって適用する工事とするなど

しなくとも、工事ごとに要件を確認し、該当する工事ごとに工事完成基準と工事進行基準の方

法を選択適用することができ、その場合に利益操作等の問題が指摘されることはないと考えら

れます。 

 

※なお、税務のチェックポイントＱ＆Ａに関するご質問は受付しておりません。 

予めご了承ください。 
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